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 公益財団法人日本生涯学習協議会において、生涯学習講座の監修等を適

切に実施していなかったことに関し、行政庁（内閣総理大臣）は本日付け

で、同法人に対し、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

（以下「公益認定法」という。）第 28 条第１項の規定による勧告を行いま

したので、公表します。 
 この勧告は、内閣府公益認定等委員会から行政庁（内閣総理大臣）に対して行われ

た同法第 46 条第１項の規定による勧告に基づき行政庁（内閣総理大臣）が行うもので

す。 

 

（勧告の概要） 

公益法人として公益認定法第５条第２号に規定する「公益目的事業を行

うのに必要な技術的能力」を早急に確立するとともに、法令を順守し、適

切な法人運営を確立するため、以下の措置を講ずること。 

（１）講座の監修に必要となる専門性を確保すること。 

（２）形式的又は簡易な審査により監修した講座名等を明示し、必要な

措置を講ずること。 

（３）今後、法人が認定した生涯学習指導者としての資格等の表記につ

いて、国が直接認定に関与した資格等であるかのごとく誤認させる

おそれが生じないよう、必要な措置を講ずること。  
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報告徴収・立入検査 事業の適正な運営を確保するため必要な限度で実施（認定法第27条第1項）

※欠格事由に関する事項については行政庁が実施

命令
勧告を受けた公益法人が、正当な理由なく、その

勧告に係る措置をとらなかったとき
→その勧告に係る措置をとるべき旨命令
（認定法第28条第3項） ※公示規定あり

【事前に弁明の機会の付与が必要（行政手続法）】

認定取消し
必要的取消し：欠格事由該当、命令違反等
任意的取消し：認定基準不適合、認定法

その他の法令違反
（認定法第29条第1項、第2項） ※公示規定あり

【事前に「聴聞」を実施（行政手続法）】

行政庁に対する勧告
認定基準適合性等を審査し、必要があると認めるとき
→勧告・命令・認定取消し等の措置をとることについて

内閣総理大臣に勧告（認定法第46条第1項）
※公表規定あり

又は

諮問
行政庁が勧告・命令・認定取消しをしようとする場合

（委員会の勧告を受けて行う場合を除く）
（認定法第43条第1項第2号）

答申
（ ※公表規定あり ）

勧告
任意的認定取消事由（認定基準不適合、認定法
その他の法令違反）に該当すると疑うに足りる

相当な理由がある場合
→期限を定めて必要な措置をとるべき旨勧告

（認定法第28条第1項） ※公表規定あり

勧告・命令・認定取消しを行う場合は、
事前に以下のいずれかの手続が必要
（※欠格事由関係等、一部例外を除く）
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公益法人の監督措置に係る手続の流れ
（公益財団法人日本生涯学習協議会に対する勧告）
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